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第７章 計画の推進及び進捗管理 

１.目標の達成状況を評価するための指標 

（１）目標の達成状況を評価するための指標(評価指標) 

第 5章で示した「計画の目標」については、それぞれ以下の指標により達成状況を評価しま

す。 
 

表 15 目標の達成状況を評価するための指標(評価指標) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

設定意図
(効果発現イメージ)

指標の定義･算出方法評価指標

○路線バスとしての運行が必要不可欠
な路線以外については、その他の移
動サービスへの転換を図り、比較的
利用が多い路線が中心となっていく
ことで収支率の向上が期待される。

○市内の全路線バスの経常費用に対す
る経常収益の割合を交通事業者資料
より算出(高速バス･高速シャトルバ
ス･長崎空港リムジンバス･特急バス
は除く)

※毎年度算出

①市内を運行する
路線バス全体の
収支率注

○運行形態の見直しや情報技術の活
用により乗合タクシーの運行効率が
向上し、利用者1人あたりの財政負
担額の抑制が期待される。

○市内の全乗合タクシーに対する年間
の市の財政負担額を年間総利用者
数で除して算出

※毎年度算出

②乗合タクシーの
利用者1人あたり
財政負担額

○自家用車に頼りすぎないライフスタ
イルへの転換により、今後人口が減
少傾向に転じるなかでも引き続き一
定の公共交通利用者数が確保され
ることが期待される。

○主要鉄道駅(大村駅･新大村駅･竹松
駅)の乗車人員、市内を運行する路線
バスの輸送人員、乗合タクシー等の
年間利用者数を合算して算出(高速
バス･高速シャトルバス･長崎空港リム
ジンバス･特急バスは除く)

○鉄道については1日当たりの乗車人
員に365日を乗じて年間利用者数に
換算

※毎年度算出

③公共交通の年間
利用者数

○ネットワークとしての一体性強化によ
り相互の利用促進が図られ、路線バ
ス等が広域交通体系の「二次交通」
として活用されることで、乗り継ぎ場
所となる拠点的なバス停の乗降客数
の増加が期待される。

○路線バス相互や路線バスと他の移動
サービスとの主要な乗り継ぎ場所とな
る拠点的なバス停：長崎空港･新大村
駅･大村インター･大村ターミナル･大
村駅前(北･南)･大村車両基地駅･長
崎医療センター･向木場入口･(仮称)
大村市役所 計9か所の年間の路線
バス乗降客数を交通事業者資料より
算出(高速バス･高速シャトルバス･長
崎空港リムジンバス･特急バスは除
く)

※毎年度算出

④拠点的なバス停
における乗降客
数

○居住誘導区域内の交通利便性の維
持･向上が図られることで、住む場所
としての“選ばれやすさ”が高まり、
区域内の人口集積が維持されること
が期待される。

○100m人口メッシュデータを用いて居
住誘導区域内人口を算出し、居住誘
導区域面積で除した数値を庁内資料
より把握

※区域の見直しが行われた年度、国勢
調査に基づく100m人口メッシュデー
タが公開された年度及び立地適正化
計画の評価等が実施された年度に算
出

⑤居住誘導区域内
人口密度

目
標
①

目
標
②

目
標
③

目
標
④

目
標
⑤

注：運行に要する費用に対する収入の割合で、100％を下回るといわゆる「赤字」となる。
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（２）評価指標の現況値及び目標値 

評価指標の現況値及び目標値は以下の通りとします。 
 

表 16 評価指標の現況値及び目標値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

目標値設定の考え方目標値
(令和10年度)

現況値
(基準年注)

単位評価指標

○路線バス再編･見直しによる経常
費用の低減･利用促進等による経
常収益の維持により収支率の改善
を図ることとして目標値を設定

56.047.2
(令和4年度)

％

①市内を運行する路
線バス全体の収支
率

○運行の効率化や利用促進などによ
り財政負担額を概ね半減させるこ
ととして目標値を設定

1,0001,885
(令和4年度)

円/人

②乗合タクシーの利
用者1人あたり財
政負担額

○新型コロナウイルス感染症の影響
以前の水準まで回復を図り、維持
していくこととして目標値を設定

220208
(令和4年度)

万人/年
③公共交通の年間利

用者数

○新たな交通拠点(市役所新庁舎)の
整備やネットワークとしての一体
性強化などにより、主な乗り継ぎ
場所となる拠点的なバス停の乗降客
数の増加を目指すこととして目標値
を設定

26.323.3
(令和4年度)

万人/年
④拠点的なバス停に

おける乗降客数

○立地適正化計画における目標を踏
まえて、同様の目標値を設定

※立地適正化計画では基準値：平成
28(2016)年度値を維持することと
して目標を設定

4241
(令和2年度)

人/ha
⑤居住誘導区域内人

口密度

目
標
①

目
標
②

目
標
③

目
標
④

目
標
⑤

注：計画策定時点の最新値の年次を「基準年」として表記
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２.施策展開のロードマップ 

計画期間中は以下のスケジュールに基づいて施策展開を推進することとし、年度ごとの実施状

況を確認するとともに、必要に応じてスケジュールの見直しを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和7年度
(2025)

令和6年度
(2024)

施 策方向性

①広域交通体系の維持･有
効活用

方向性①：
路線バスの再
編･見直し

②循環線等のバス路線の再
編･見直し

③路線バスから予約型乗合
タクシーへの転換方向性②：

乗合タクシー
等の再編･見直
し ④移動サービスについての

調査･研究

⑤乗合タクシーへのAIオン
デマンドシステムの導入

方向性③：
ドライバーの
確保に向けた
取り組みの推
進

⑥自動運転車両の導入検討

⑦交通事業者のドライバー
の確保に対する支援

⑧移動サービスに関する総
合的な情報提供･利用促
進策の展開

方向性④：
“ネットワー
ク”としての
一体性の強化
と利用促進

⑨乗り継ぎに対する抵抗感
の低減に向けた取り組み
の実施

⑩環境配慮型車両の導入に
対する支援

方向性⑤：
交通GX化の促
進

•関係機関等と継続的に協議を実施しながら運行を維持･有
効活用

•利用状況の変化などに応じて随時見直し

•[大村･諫早線]再編後の[諫早･空港線]等のダイヤの検討
•関係機関等との協議

•3循環線及び[野岳･竹松線]の運行ルート･ダイヤ･運賃
等の検討

•関係機関等との協議

•乗合タクシーに転換する路線･区間･時間帯の設定及び
運行内容等の検討

•関係機関･交通事業者との協議･調整

•調査･研究、実施可否の判断
•導入する場合の対象エリアや内容等の検討
•交通事業者･地域との協議･調整

•システム導入の要否、補助事業活用等の検討･調整
•システム要件等の検討

•自動運転に関する調査･研究
•本市への導入に向けた検討

•行政と事業者の負担の見直し等の検討
•負担の見直し･
役割の分担

•制度等の活用や関連分野と連携した取り組
みの検討

•試験的な活用
の実施

•既存の運行状況データなどを活用した情報提供の仕組みの
構築

•AIオンデマンドシステム等との連携の検討
•決済･予約などの機能の検討

•車両導入に対する支援策の
検討

•車両導入に対する支援策の
実施

•エネルギー関連施策との連携の検討

•運賃制度などの検討
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令和11年度～
(2029～)

令和10年度
(2028)

令和9年度
(2027)

令和8年度
(2026)

•施策の試行的な
実施など

•施策についての
検討、協議･調整
など

•施策の実施凡 例

•利用者･沿線地域への周知
等

•路線の再編

•沿線地域との合意形成
•利用者･沿線地域への周知等

•乗合タクシーへの転換
•実証運行を
実施

•対象エリアとの合意形成
•利用者･対象エリアへの周知等

•新たな移動サービスの導入
•実証運行を
実施

•AIオンデマンドシステムの開発･カスタマイ
ズ

•システムの本格運用

•試験運用

•周知･普及啓
発

•本格的な活用
•必要に応じて取り組みを見直し

•インフラ整備の実施

•試験的な実
施

•本格的な実施

•実証運行対象区間等の検討
•実証運行内容等の検討

•実証運行を実施

•多様なサービス等の展開検討

•機能の拡充
•情報技術を活用した多様なサービスの提供

•利用者･沿線地域への周知等
•市民への幅広い広報･周知 •路線の再編

•必要に応じて随時見直し
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３.PDCA サイクルに基づく進捗管理 

本計画に記載した施策については、前ページに示した「ロードマップ」に基づいて毎年度その

実施状況を把握し、未実施の施策や遅延が発生している施策についてその要因を把握･分析した

上で、次年度以降の対応を検討･実施することで、着実な施策展開･計画の実現化を推進します。 

また、「目標の達成状況を評価する指標」についても継続的にモニタリングを行い、必要に応

じて見直しを行うことで、計画の実効性を高めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 105 PDCAサイクルに基づく進捗管理  

計画（Plan）

●公共交通の現状や課題などを整理
し、計画を策定しました。

令和5年度
（2023）

評価（Check）

●施策の実施状況や目標の達成状況
を把握し、評価します。

改善（Action）

●施策の未実施要因や目標未達要因な
どを分析して改善策を検討します。

実行（Do）

●計画に基づいて、施策を実行しま
す。

計画（Plan）

●地域の状況変化や改善策の検討結果
を踏まえて次の計画を策定します。

令和6年度
（2024）

令和7年度
（2025）

令和8年度
（2026）

令和9年度
（2027）

令和10年度
（2028）

実行（Do）

実行（Do） 評価（Check）

計画（Plan） 改善（Action）

実行（Do） 評価（Check）

計画（Plan） 改善（Action）

実行（Do） 評価（Check）

計画（Plan） 改善（Action）

実行（Do） 評価（Check）

計画（Plan） 改善（Action）

〔実行（Do）〕
●計画に基づいて、施策を実行します。

〔評価（Check）〕

●施策の実施状況
を確認します。

●評価指標の達成状
況を確認します。

〔改善（Action）〕
●施策の未実施･遅
延要因を把握･分
析します。

●評価指標の達成･
未達成要因を分
析します。

●施策内容やスケ
ジュール、役割分
担などの見直しを
検討します。

●目標値の修正や、
新たな評価指標の
追加などを検討し
ます。

〔計画（Plan）〕
●改善の内容を計画に反映します。

〔
計
画
期
間
全
体
の
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル
〕

〔年度ごとのPDCAサイクル〕
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年度単位の評価及び進捗管理については、地域公共交通会議の開催時期なども踏まえてスケジ

ュールを設定し、計画の円滑かつ着実な推進に努めます。 

なお、本市では、「地域公共交通会議(道路運送法施行規則第 9条の 2)」が「地域公共交通活性

化協議会(地域公共交通の活性化及び再生に関する法律第 6条)」を兼ねています。 

 

［n 年度］に実施する施策については、［n-2 年度］の Action(改善)に基づいて

［n-1 年度］前半に検討を行い、その結果を［n-1 年度］の第 2 回地域公共交通

会議で協議します。また、必要に応じて［n 年度］当初予算を確保します。 

 

その後、［n-1 年度］の Action(改善)を踏まえて必要に応じて施策内容を見直

し、［n 年度］の第 1 回地域公共交通会議で協議した上で、施策を実施します。 

 

n 年度施策の実施状況や、評価指標の達成状況(毎年度数値算出が可能なもの)を

確認し、その結果を［n 年度］の第 3 回地域公共交通会議で協議します。 

 

Check(評価)の結果を踏まえて改善策の検討を行うとともに、必要に応じて地域

公共交通計画や［n+1 年度］の施策内容の見直しを検討し、［n+1］年度の第 1

回地域公共交通会議で協議します。 

 

表 17 年度単位の評価･進捗管理スケジュールのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 Plan 

 Do 

 

 

4

n年度
実施施策

(n+1年度)
実施施策

(n-2)年度 (n-1)年度 n年度 (n+1)年度

5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6……2 3

地域公共
交通会議

(n-2)年度
実施施策

❶

(n-1)年度
実施施策

❷ ❸ ❶ ❷ ❸ ❶

Do

Action

Do

Check

Action

Plan

Do

Check

Action

Plan

Do

(n-2)年度のActionに基
づいてn年度の施策内容

を検討します。 (n-1)年度のActionを踏
まえて必要に応じて施
策内容を見直し、n年度
施策を実施します。

評価結果を踏まえて改善策を
検討します。必要に応じて地
域公共交通や(n+1)年度の施
策内容の見直しを行います。

n年度施策の実施状
況･評価指標達成状
況を確認します。

評価
結果

事業計画
･予算

評価
結果

施策内容
（案）

事業計画
･予算

計画見直し

事業計画
･予算

施策内容
（案）



 

 

（調整用白紙） 
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